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2022(R4) 年 度2022(R4) 年 度

宮 古 島 市宮 古 島 市 当 初 予 算当 初 予 算
2022 (R4) 年度  一般会計予算額

2021(R3) 年度  一般会計予算額

377 億 4100 万円

376 億 7449 万 3 千円 令和 3 年度から令和 3 年度から
 6650 万 7 千円の 6650 万 7 千円の
 減額 減額

会 計 名 当 初 予 算 額 増 減 率
一 般 会 計 376 億 7449 万 3 千円 △ 0.2%
特 別 会 計 134 億 2881 万 5 千円 △ 7.6%
国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 64 億 1275 万円 1.0%
港 湾 事 業 特 別 会 計 4 億 7947 万 5 千円 △ 68.7%
介 護 保 険 特 別 会 計 59 億 1308 万 6 千円 △ 1.4%
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 5 億 2822 万円 △ 2.1%
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 運 営 事 業 特 別 会 計 1310 万 3 千円 17.1%
土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 8218 万 1 千円 △ 26.4%

お問合せ：財政課 ☎ 73-3302

各 会 計 予 算 総 括 表各 会 計 予 算 総 括 表

Point
　

令
和
４
年
度
の
一
般
会
計
の
当
初
予
算
は
、
歳
入
で
は
、
市
税
を
は
じ
め

地
方
交
付
税
、
国
庫
支
出
金
が
増
額
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
沖
縄
振
興
特

別
推
進
市
町
村
交
付
金
の
特
別
枠
の
見
送
り
に
よ
り
県
支
出
金
が
減
額
と

な
っ
て
お
り
、
普
通
建
設
事
業
に
対
す
る
市
債
に
お
い
て
も
大
型
公
共
工
事

の
完
了
等
に
伴
い
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
繰
入
金
に
つ
い
て
は
、
合
併
振

興
基
金
や
減
債
基
金
か
ら
の
繰
入
金
の
増
額
で
対
前
年
度
比
で
増
と
な
っ

て
い
ま
す
が
、
財
政
調
整
基
金
か
ら
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
、
対
前
年
比

で
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
で
は
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
公
債
費
が
増
額
と
な
っ
て
お
り
、
土
木

費
に
つ
い
て
は
、
伊
良
部
屋
外
運
動
場
整
備
事
業
の
本
格
的
な
整
備
に
伴
い

増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
総
務
費
に
つ
い
て
は
、
沖
縄
振
興
特
別
推
進
市

町
村
交
付
金
の
特
別
枠
を
活
用
し
て
進
め
て
い
た
平
良
総
合
物
流
セ
ン
タ
ー

の
整
備
終
了
に
伴
い
、
対
前
年
度
比
で
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
公
債
費
の

増
額
や
扶
助
費
の
増
額
な
ど
の
財
政
需
要
に
対
し
て
は
、
昨
年
度
に
引
き

続
き
財
政
調
整
基
金
や
特
定
目
的
基
金
か
ら
の
繰
入
れ
を
行
う
と
と
も
に
、

普
通
建
設
事
業
に
対
し
て
は
市
債
発
行
に
よ
り
財
源
を
確
保
し
予
算
編
成

を
行
っ
て
お
り
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
３
７
６
億
７
４
４
９
万
３
千

円
、
前
年
度
比
で
６
６
５
０
万
７
千
円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
か
ら
新
た
に
実
施
す
る
主
な
事
業
と
し
て
、
宮
古
島
市
文
化

ホ
ー
ル
舞
台
照
明
設
備
改
修
事
業
、
八
重
干
瀬
活
用
促
進
事
業
等
を
計
上
し
た

他
、
選
手
派
遣
費
補
助
金
の
拡
充
、
中
学
校
卒
業
ま
で
の
医
療
費
無
償
化
、

農
地
地
力
増
進
及
び
循
環
型
農
業
実
証
事
業
、
園
芸
施
設
設
置
事
業
補
助

金
の
拡
充
、
新
た
な
優
良
母
牛
の
更
新
の
た
め
の
緊
急
優
良
母
牛
事
業
等

の
拡
充
強
化
事
業
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
消
防
力
の
機
能
強
化
と
し
て

高
規
格
救
急
自
動
車
の
更
新
、
老
朽
化
が
懸
念
さ
れ
て
い
た
消
防
上
野
出

張
所
の
建
て
替
え
に
向
け
た
基
本
設
計
業
務
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

予
算
の
特
徴

一 般 会 計 歳 入一 般 会 計 歳 入

一 般 会 計 歳 出 ( 費 目 別 )一 般 会 計 歳 出 ( 費 目 別 )

一 般 会 計 歳 出　( 性 質 別 )一 般 会 計 歳 出　( 性 質 別 )

① 市税
    15.4%

②使用料及び
　手数料 1.8%
③分担金及び
　手数料 0.8%
④諸収入他寄付
　金等 6.7%

⑤地方交付税
　 31.9%

⑥国庫支出金
    18.5%

⑦県支出金
    15.3%

⑧市債
　 5.0%

⑨地方譲与税
    交付金等
    4.6%

自 主 財 源

①市税：58 億 3 万 9 千円 (15.4%)
②使用料及び手数料：6 億 6660 万９千円 (1.8%)
③分担金及び手数料：2 億 9704 万 8 千円 (0.8%)
④諸収入他寄付金等：25 億 4488 万 1 千円 (6.7%)

⑤地方交付税：120 億 2013 万 9 千円 (31.9%)
⑥国庫支出金：69 億 6384 万 3 千円 (18. ５%)
⑦県支出金：57 億 7474 万 7 千円 (15.3%)
⑧市債：18 億 7680 万円 ( ５.0%)
⑨地方譲与税・交付金等：17 億 3038 万 7 千円
                                                      (4.6%)

依 存 財 源

① 民生費 
    34.1%

②総務費
   13.1%

③農林水産業費
    9.7%

④公債費
   12.6%

⑤土木費
   11.0%

⑥教育費
    8.8%

⑦衛生費
    5.6%

⑧その他
    5.1%

①民生費：128 億 6000 万 3 千円 (34.1%)
②総務費：49 億 1316 万 3 千円 (13.1%)
③農林水産業費：36 億 6813 万 3 千円 (9.7%)
④公債費：47 億 4476 万 4 千円 (12.6%)
⑤土木費：41 億 3474 万 2 千円 (11.0%)
⑥教育費：33 億 1605 万 1 千円 (8.8%)
⑦衛生費：21 億 1338 万 2 千円 (5.6%)
⑧その他 ( 消防費・商工費など )
             ：19 億 2425 万 5 千円 (5.1%)

①普通建設事業費
   14.4%

②人件費
   17.7%

③扶助費
   22.4%

④物件費
   18.9%

⑤公債費
   12.6%

⑥繰出金
    7.8%

⑦補助費等
    5.3%

⑧その他
    0.9%

歳 入

歳出の費目別内訳

歳出の性質別内訳

①普通建設事業費：54 億 2321 万 1 千円　　
　　　　　　　　　　　　　　　　(14.4%)
②人件費：66 億 6161 万 7 千円 (17.7%)
③扶助費：84 億 3604 万円 6 千円 (22.4%)
④物件費：70 億 9911 万円 (18.9%)
⑤公債費：47 億 4476 万 4 千円 (12.6%)
⑥繰出金：29 億 5514 万 3 千円 (7.8%)
⑦補助費等：20 億 644 万 5 千円 (5.3%)
⑧その他 ( 維持補修費や予備費など )
                      ：3 億 4815 万 7 千円 (0.9%)

自主自主
　財源　財源

依存財源依存財源

費 目 別

性 質 別

※端数処理の関係上、構成率の計は 100％にならない場合があります。
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 7449 万３千円
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7449 万３千円


